
公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応募
者数

該当なし

備考

公益法人の場合

契約金額(円) 落札率（%）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－１

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格(円)
公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏名、
所属する部局の名称及

び所在地
法人番号契約締結日

契約相手方の商号または
名称及び住所

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所
管の区分

応札・応募
者数

久留米公共職業安定所
(令３)２階空調機更新工
事

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅
東２－11－１

令和3年8月12日

三光熱学工業株式会
社
福岡市南区大楠1－
28－23

3290001001288

会計法第29条の3第5項
予算決算及び会計令第99
条第2号
予定価格が250万円を超え
ない工事のため、一定の
条件を満たす者を選定し、
見積り合わせを実施。

1,278,678円 836,000円 65.38% － － － － 少額随契

落札率（%）
公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当官等の氏
名、所属する部局の名
称及び所在地

法人番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　様式２－２

随意契約とした会計法
令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格(円) 契約金額(円) 備考
再就職の
役員の数
（人）

契約締結日
契約相手方の商号ま
たは名称及び住所

公益法人の場合

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管

の区分

応札・応募
者数

久留米労働基準監督
署空調機器更新工事
監理業務委託

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和3年8月5日
有限会社松本一平建築
設計事務所
荒尾市増永757－８

4330002021940 一般競争入札 1,601,073円 690,800円 43.15% - - -

「年度後半における集
中的な就職面接会事
業にかかる業務委託」

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和3年8月17日

株式会社アソウ・ヒューマ
ニーセンター
福岡市中央区天神２-８-
41

7290001006060 一般競争入札 3,624,256円 1,951,730円 53.85% - - -

令和３～７年度 福岡労
働局の業務用自動車
（11台）リース業務一式

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和3年8月19日

株式会社日産フィナン
シャルサービス
千葉県千葉市美浜区中
瀬２-６-１

6040001013529
一般競争入札
（総合評価）

32,715,738円 21,758,220円 66.51% - - -

「再就職スタートＢＯＯ
Ｋ（Ａ５判）」冊子外13種
の印刷物作製

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和3年8月20日
株式会社康真堂印刷
大村市原町467-12

1310002017209 一般競争入札 3,607,591円 2,001,384円 55.48% - - -

令和３年度国立県営福
岡障害者職業能力開
発校訓練用機器一式
の調達（リース）

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和3年8月31日
株式会社セイエイ
北九州市八幡西区楠橋
南1-1-5

9290801013485 一般競争入札 14,820,962円 9,893,400円 66.75% - - -

令和３年度国立県営福
岡障害者職業能力開
発校訓練用機器一式
の調達（購入）

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅東
２－11－１

令和3年8月31日
株式会社フジモト福岡店
福岡市博多区博多駅南
6-2-30

9290801003255 一般競争入札 5,008,886円 4,400,000円 87.84% - - -

一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実

施）

予定価格(円)法人番号 契約金額(円) 備考

公益法人の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－３

落札率（%）
物品役務等の名称及

び数量

契約担当官等の氏名、
所属する部局の名称及

び所在地
契約締結日

契約相手方の商号また
は名称及び住所

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人
の区分

国所管、都
道府県所
管の区分

応札・応募
者数

令和３年度雇用調整助成
金及び新型コロナウイル
ス感染症対応休業支援
金業務の体制整備に係
る事務機器のレンタル
（支援金センター延長分）

支出負担行為担当官
福岡労働局総務部長
島田　博和
福岡市博多区博多駅
東２－11－１

令和3年8月24日
エイトレント株式会社
大阪市北区茶屋町
18-21

6120001061197

会計法第29条の3第4項
予算決算及び会計令第
102条の4第3号
契約の性質等が競争を
許さないため

4,101,460円 4,101,460円 100.00% － － － －

契約相手方の商号ま
たは名称及び住所

随意契約とした会計法
令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

法人番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開　　　　　様式２－４

備考

再就職
の役員
の数
（人）

予定価格(円) 契約金額(円) 落札率（%）

公益法人の場合

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏
名、所属する部局の
名称及び所在地

契約締結日

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



備　　　考

随意契約理由書

契約件名及び数量
令和３年度雇用調整助成金及び新型コロナウイルス感染症対
応休業支援金の体制整備に係る事務機器のレンタル（支援金セ
ンター延長分）

随意契約によることとした理由

   新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、政府より緊急事態
宣言が発出されるなど、事業活動の縮小を余儀なくされた事業
所が急増し、これにより雇用調整助成金の申請件数が大幅に増
加しており、当該助成金業務の体制整備が必要になっている。
   また、新たに創設された新型コロナウイルス感染症対応休業
支援金についても、休業支援金システムが運用開始されることと
なり、当該支援金業務のための体制整備を実施する必要があ
る。
   これらの状況に対応するため、令和３年４月１日付で本事業の
体制整備に必要な事務機器等のレンタル契約を専門業者と締
結しているが、「福岡労働局休業支援金・給付金集中処理セン
ター」分の契約期間は、令和３年９月30日をもって終了することと
なっていたものの、現状、新型コロナウイルスの終息の見通しが
立っていないことから、事業は延長継続となった。
　 これにより、福岡労働局休業支援金・給付金集中処理セン
ター分のみ令和３年10月１日から別の事業者と事務機器等のレ
ンタル契約を締結することとした場合には、①複数業者のレンタ
ル物品が混在し、管理が困難になること、②別の事業者から事
務機器等をレンタルするとした場合には、搬入撤去費等の新た
な予算が必要になり、既存のレンタル物品を継続貸借した方が
より経済的であることから、会計法第29条の３第４項「契約の性
質又は目的が競争を許さない場合」及び予算決算及び会計令
第102条の４第３号の規定に基づき、引き続き同一事業者との随
意契約を締結したものである。

随意契約の見直し予定等 見直し予定なし。


